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病院から地域への展開の鍵は

病診連携と医薬連携

そして

技術移転の定期的勉強会

代表理事 平井 愛山



糖尿病性腎症の臨床経過と糖尿病透析予防の目標

アルブミン尿
の増加

ｅＧＦＲの
低下

腎症Ⅱ期まで １０年後以降に透析導入

腎症Ⅲ期以降 ５年以内に透析導入

ｅＧＦＲ



ＪＭＡＰ方式による慢性疾患の重症化予防
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慢性腎臓病では
塩分摂取過剰で腎機能低下

ナトリウム排泄量（7回の蓄尿平均値）と
年間の腎機能低下速度には、有意な相関がある
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塩分摂取量とｅＧＦＲの年間低下量（％ΔｅＧＦＲ/年）
の相関

一日塩分摂取量（g/日）

ｅ
Ｇ
Ｆ
Ｒ
の
年
間
低
下
量
（
％
Δ
ｅ
Ｇ
Ｆ
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/
年
）

5.7 8.6 11.4 14.3 17.1

塩分摂取量が増加すると

ｅＧＦＲの低下が早まり

透析導入のリスクが高くなる！

ｅＧＦＲが年間20％低下するのは透析導入になるのと同じこと



腎保護治療の
阻害要因の除去

減塩実践支援



塩分摂取過剰は糖尿病性腎症の

治療薬を無効にする！



「糖尿病性腎症重症化予防プログラム」

減塩

減塩

（生活習慣等の改善）

糖尿病性腎症重症化予防プログラム １４頁



腎症のステージ別に
重症化予防を地域で役割分担

メインシステム サブシステム

担当医療機関 中核病院 かかりつけ医

担当する
腎症ステージ

腎症３期以降 腎症１期・２期

ミッション
ｅＧＦＲ低下
阻止

２期・３期への
進行を阻止

必要条件 腎保護薬処方
腎保護薬処方
保険収載済

十分条件 減塩実践継続 減塩実践継続

減塩指導
院内栄養士
（行政保健師）

薬局薬剤師
（栄養士）



糖尿病腎症重症化予防をめざす医療政策の展開

２０１２年４月 『健康日本２１（第２次）』策定
糖尿病透析予防指導管理料 ３５０点

２０１３年９月 ＪＭＡＰ設立

２０１５年２月 第１回ＪＭＡＰ年次学術集会

２０１６年４月 『糖尿病性腎症重症化予防プログラム』策定
腎不全期患者指導加算 １００点

２０１８年４月 高度腎機能障害患者指導加算 １００点

２０１８年末 『脳卒中・循環器病対策基本法』成立

２０２０年４月 『日本人の食事摂取基準』（塩と蛋白）策定

２０２１年末 ＳＧＬＴ２阻害薬がＣＫＤ・心不全治療薬承認

２０２２年４月 ＣＫＤと心不全が地域包括診療の対象に
薬剤師の対人業務推進と生活指導の明記

糖尿病透析予防の
導入期

専門病院での
糖尿病透析予防の

確立期

糖尿病透析予防の
地域展開に向けた

準備期間

これからの２年間で

糖尿病透析予防の地域展開

を実現する！



2022年度改定の核心部分

①地域包括診療料における対象疾患等の見直し

②地域包括診療料における生活指導体制の見直し

③薬局の対物業務から対人業務への構造的な転換

透析予防の地域展開に向けた構造的な転換

透析予防メインシステム
専門病院：３５０点・４５０点

透析予防サブシステム
診療所： 地域包括診療料
調剤薬局：生活指導体制の見直し

服薬管理指導料
地域支援体制加算１
地域連携認定薬局



１．地域包括診療料等の対象疾患に、慢性心不全及び慢性腎臓病を追加する。
【地域包括診療料】［算定要件］

注１ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚生局長等
に届け出た保険医療機関（許可病床数が200床未満の病院又は診療所に限る。）にお
いて、脂質異常症、高血圧症、糖尿病、慢性心不全、慢性腎臓病（慢性維持透析を
行っていないものに限る。）又は認知症のうち２以上の疾患を有する入院中の患者以
外の患者に対して、当該患者の同意を得て、療養上必要な指導及び診療を行った場
合（初診の日を除く。）に、当該基準に係る区分に従い、それぞれ患者１人につき月１
回に限り算定する。

(2) 地域包括診療料の対象患者は、高血圧症、糖尿病、脂質異常症、慢性心不全、慢
性腎臓病（慢性維持透析を行っていないものに限る。）及び認知症の６疾病のうち、２
つ以上（疑いは除く。）を有する者である。

(3) 当該患者を診療する担当医を決めること。担当医は、慢性疾患の指導に係る適切
な研修を修了した医師とし、担当医により指導及び診療を行った場合に当該診療料を
算定する。なお、服薬、運動、休養、栄養、喫煙、家庭での体重や血圧の計測、飲酒、
その他療養を行うに当たっての問題点等に係る生活面の指導については、必要に応
じて、当該医師の指示を受けた看護師や管理栄養士、薬剤師が行っても差し支えない。
２．患者に対する生活面の指導については、必要に応じ、医師の指示を受けた看護師
や管理栄養士、薬剤師が行っても差し支えないこととする。



腎症のステージ別に
重症化予防を地域で役割分担
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調剤薬局：ミッション遂行の３つのカギ

人 物 箱

人：薬剤師の減塩指導

物：減塩指導用ツール

箱：地域連携薬局の認定



調剤薬局：２０２２年度改定のまとめ
～２０２０年度 ２０２２年度～

調剤料

薬剤調剤料

調剤管理料

薬剤服用歴
管理指導料

服薬管理指導料

調剤基本料

薬剤料 薬剤料

調剤基本料

調整・取りそろえ・監査 対物

対人

機能

立地

患者情報を薬学的に評価

包括的服薬指導

中規模以上の経営効率を考慮

毎年改定・後発品促進・薬価差益率減

新たに追加する機能
①減塩指導を含む生活指導
②医療機関へのフィードバック
③生活情報のデータベース化

（2020年度新設）

地域支援
体制加算

（2020年度増額：３８点）

地域支援体制加算
４段階に細分化

（2022年度新設）

（2022年度新設）

（2022年度新設）

地域連携認定薬局との連動？



調剤薬局薬剤師が、店頭及び在宅で使用する塩分・蛋白摂取・フレイル評価ツール

薬剤師が使う変換ツール

店頭・在宅指導データベース入力



地域展開の二つのパターン
腎症ステージ別に重症化予防を地域で分担

Ａパターン Ｂパターン

啓発対象 薬剤師会 かかりつけ医

ミッション 店頭減塩指導
腎保護薬処方
保険収載済

定期的勉強会 ◎ ◎

技術移転 ◎ ◎


